
 

 

県・市町村間行財政システム改革推進協議会 令和元年度の取組の概要 

 

１ 包括的権限移譲の仕組み(チャレンジ市町村制度)に係るメニュー・リストの更新 

  県と市町村との意見交換を踏まえ、「包括的権限移譲に係る令和元年度メニュー」

を一部修正した。また、対象権限リストもメニューの修正に合わせて修正した。 

  （メニューは「58 権限」となった。） 

 

○ 第９次地方分権一括法により法定移譲されるため、削除する事務 

事務名 根拠法令等 移譲対象 

① 介護サービス事業者の業務管理体制

の報告の受理・命令等 

介護保険法 中核市 

 

○ 第７次地方分権一括法により法定移譲されたため、削除する事務 

事務名 根拠法令等 移譲対象 

① 指定障害福祉サービス事業者等の業

務管理体制の報告の受理・命令 

障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支

援するための法律 

中核市 

 

○ 法改正に伴い事務が廃止されたため、削除する事務 

事務名 根拠法令等 移譲対象 

① 商工会・商工会議所等の基盤施設計

画の認定 

商工会及び商工会議所

による小規模事業者の

支援に関する法律 

市（指定都市

を除く）、町村 

 

 

２ 権限移譲のあり方の見直し 

  権限移譲の見直しの検討対象として市町村から希望があった事務のうち、庁内の

検討や市町村との意見交換等を踏まえ、令和２年度における見直し対象を決定した 

 

○ 令和２年度の見直し対象とした事務 

事務名（根拠法令等） 移譲済市町村 返還市町村 

① 新たに生じた土地の確認に関する告

示等 

（地方自治法） 

全市町村 29 市町村 
（横浜市、川崎市、相
模原市、横須賀市を
除く） 

② 消費生活協同組合の設立認可等に係

る書類の受理及び送付 

（消費生活協同組合法等） 

全市町村 30 市町村 
（横浜市、川崎市、
相模原市を除く） 



 

 

事務名（根拠法令等） 移譲済市町村 返還市町村 

③ 地方卸売市場の開設許可等に係る書

類の受理及び送付 

（卸売市場法・神奈川県地方卸売市場

条例） 

全市町村 30 市町村 
（横浜市、川崎市、
相模原市を除く） 

④ 販売禁止鳥獣等の販売許可等 

（鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適

正化に関する法律等） 

全市町村 30 市町村 
（横浜市、川崎市、
相模原市を除く） 

⑤ 自然環境保全地域内における行為の

届出等に係る書類の受理及び送付 

（自然環境保全条例等） 

23 市町 
（相模原市、横須賀
市、平塚市、藤沢市、
小田原市、茅ケ崎市、
逗子市、三浦市、秦
野市、厚木市、伊勢
原市、座間市、南足
柄市、寒川町、大磯
町、二宮町、中井町、
大井町、松田町、山
北町、真鶴町、湯河
原町、愛川町） 

22 市町 
（相模原市を除く） 

⑥ 社会福祉法人の設立認可等に係る書

類の受理及び送付 

（社会福祉法等） 

全市町村 30 市町村 
（横浜市、川崎市、
相模原市を除く） 

⑦ 商工会の設立認可等 

（商工会法） 

14 市町 
（相模原市、小田原
市、逗子市、伊勢原
市、座間市、南足柄
市、綾瀬市、葉山町、
寒川町、大磯町、二
宮町、山北町、真鶴
町、湯河原町） 

13 市町 
（相模原市を除く） 

⑧ 土地区画整理事業施行地区内の建築

行為等の許可等 

（土地区画整理法） 

 

全市町 10 市町 
（逗子市、三浦市、
葉山町、大磯町、二
宮町、山北町、箱根
町、真鶴町、湯河原
町、愛川町） 

 

 

３ 部会の活動報告 

(1) 地方創生部会 

   「第２期神奈川県まち・ひと・しごと創生総合戦略（素案）」の概要及び「神

奈川県人口ビジョン」改訂素案の概要について、市町村と情報共有を図るととも

に、次期「地方版総合戦略」の策定に向けて意見交換を行ったことを報告した。 

また、本部会については、「地方版総合戦略」の計画期間である５年間を経て、

令和２年度からの第２期計画開始に伴い、県において地方創生を所掌する地域政



 

 

策課において、別途、本部会の所掌事項について協議・調整等を行う会議体等を

整備することとしたため、令和２年３月 31 日をもって解消することを報告した。 

【第２回協議会（書面開催）】 

 

（参考）令和元年度協議会等の実施状況 

時期 取組の内容 

８月 

○ 第１回協議会の開催（8/5） 

 （議題） 

  ・ 市町村の持続可能な行政サービスの提供に向けた取組みについて 

・ 権限移譲について 

  ・ 権限移譲の見直しについて 

  ・ 市町村専門職員派遣について 

  ・ 公共施設の老朽化対策について 

  ・ 令和元年（平成 31 年）地方分権改革に関する提案募集について  

○ 令和２年度権限移譲対象項目に係る意向調査（8/19～9/6） 

○ 令和２年度権限移譲の見直し対象項目に係る意向調査（8/19～9/6） 

12 月 

○ 令和２年度新規移譲に係る事務処理の特例に関する条例の改正 

○ 令和２年度権限移譲の見直しに係る事務処理の特例に関する条例

の改正 

２年１月 

○ 令和３年度権限移譲希望事務等に関する調査の実施（1/28～2/21） 

○ 権限移譲のあり方の見直しに係る検討対象事務に関する調査（1/28

～2/21） 

３月 

○ 第２回協議会 書面開催（3/25） 

 （議題） 

・ 権限移譲について 

・ 権限移譲のあり方の見直しについて 

・ 地方創生部会について 

・ 市町村専門職員派遣について 

  ・ 公共施設の老朽化対策について 

  ・ 令和２年 地方分権改革に関する提案募集について 

○ 令和２年度新規移譲に係る事務処理の特例に関する条例の改正 

 


